
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額等  

についての意見書  

 

新型コロナウイルス感染症については、国民の協力のもと感染拡大防止に取り組んできた結

果、全国的に新規感染者数や重症者数が減少し、全ての都道府県において、新型インフルエン

ザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が解除された。 

これまで、本県においては、感染拡大を早期に収束させるため、国の第１次補正予算で措置

された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金も活用し、感染拡大防止や医療提供

体制の強化、県民生活や経済活動への支援など、緊急対策に全力を尽くしてきたところである。 

しかしながら、再び感染が拡大するおそれもあることから、引き続き感染リスクの最小化に

向けた取組が必要であることに加え、これまでの様々な活動の自粛等により甚大な影響を受け

た地域社会経済の再生や、学校の臨時休業に伴う子どもたちの学習の遅れへの対応など、今後

は、多方面にわたる更なる対策を実施していかなければならない。 

よって、国におかれては、地方公共団体が必要かつ十分な新型コロナウイルス感染症対策を

実施するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を大幅に増額し、各地方公

共団体の実情に応じた十分な配分を行うとともに、柔軟かつ速やかな執行ができる制度とする

よう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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